
   広域連合長が保有する個人情報の保護等に関する規則 

（平成１７年８月３０日規則第６号） 

改正 平成２７年１２月２８日 規則第２号 

改正 平成２８年 ２月２６日 規則第２号 

改正 平成３０年 ３月 １日 規則第２号 

改正 平成３１年 ４月 １日 規則第７号 

 

 

 知多北部広域連合個人情報保護条例施行規則（平成１２年知多北部広域連合規則第

２号）の全部を改正する。 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、知多北部広域連合個人情報保護条例（平成１７年知多北部広域

連合条例第２号。以下「条例」という。）第５３条の規定に基づき、広域連合長が保

有する個人情報の保護等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（要配慮個人情報） 

第１条の２ 条例第２条第４号の規則で定める記述等は、次に掲げる事項のいずれか

を内容とする記述等（本人の病歴又は犯罪の経歴に該当するものを除く。）とする。 

⑴ 次に掲げる心身の機能の障害があること。 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）別表に掲げる身体上の障害 

イ 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）に

いう精神障害（発達障害者支援法（平成１６年法律第１６７号）第２条第１項

に規定する発達障害を含み、イに掲げるものを除く。） 

エ 治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

第４条第１項の政令で定めるものによる障害の程度が同項の厚生労働大臣が定

める程度であるもの 

⑵ 本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者（以下「医師等」と

いう。）により行われた疾病の予防及び早期発見のための健康診断その他の検査

（以下「健康診断等」という。）の結果 



⑶ 健康診断等の結果に基づき、又は疾病、負傷その他の心身の変化を理由として、

本人に対して医師等により心身の状態の改善のための指導又は診察若しくは調剤

が行われたこと。 

⑷ 本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索、差押え、勾留、公訴の提起その

他の刑事事件に関する手続が行われたこと。 

⑸ 本人を少年法（昭和２３年法律第１６８号）第３条第１項に規定する少年又は

その疑いのある者として、調査、観護の措置、審判、保護処分その他の少年の保

護事件に関する手続が行われたこと。 

（条例第６条第４項の実施機関の規則で定める社会的差別の原因となるおそれのあ

る個人情報） 

第２条 条例第６条第４項の実施機関の規則で定める社会的差別の原因となるおそれ

のある個人情報は、歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害されてい

る地域に居住し、又は居住していたことその他その地域の出身であることに関する

個人情報とする。 

 （条例第１４条第１項の実施機関の規則で定める事務等） 

第３条 条例第１４条第１項の実施機関の規則で定める事務は、次に掲げる事務とす

る。 

⑴ 広域連合又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政法

人の職員又は職員であった者に係る個人情報のうち職務の遂行に関するものを取

り扱う事務 

⑵ 国又は他の地方公共団体の職員又は職員であった者に係る人事、給与等に関す

る事務 

⑶ 刊行物等で一般に入手し得るものを取り扱う事務 

２ 条例第１４条第１項第８号の実施機関の規則で定める事項は、次に掲げる事項と

する。 

⑴ 個人情報取扱事務の根拠法令等 

⑵ 個人情報の処理形態 

⑶ 外部委託の有無 

⑷ 保有個人情報の経常的提供先 

⑸ 主な個人情報の記録の名称及び記録媒体 



３ 条例第１４条第１項前段に規定する書面は、様式第１のとおりとする。 

４ 条例第１４条第１項後段の規定による変更の届出の書面は、様式第２のとおりと

する。 

５ 条例第１４条第３項に規定する書面は、様式第３のとおりとする。 

６ 条例第１４条第５項に規定する目録は、様式第４のとおりとする。 

（条例第１６条第１項第３号の実施機関の規則で定める事項等） 

第４条 条例第１６条第１項第３号の実施機関の規則で定める事項は、次に掲げる事

項とする。 

 ⑴ 求める開示の実施の方法 

 ⑵ 開示に係る保有個人情報の写しの送付を受けようとする場合にあっては、その

旨 

２ 条例第１６条第１項に規定する開示請求書は、様式第５のとおりとする。 

（条例第１６条第２項等の実施機関の規則で定める保有個人情報の本人等であるこ

とを証明するために必要な書類） 

第５条 条例第１６条第２項、第２６条第１項、第３０条第２項及び第３８条第２項

の保有個人情報の本人又はその代理人であることを証明するために必要な書類で実

施機関の規則で定めるものは、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる書

類とする。 

⑴ 本人が請求する場合 運転免許証、旅券その他これらに類するものとして広域

連合長が認める書類 

⑵ 本人に代わって代理人が請求する場合 当該代理人又は任意代理人に係る前号

に掲げる書類及び戸籍謄本その他その資格を証明する書類として広域連合長が認

める書類 

（条例第２１条第１項の実施機関の規則で定める事項等） 

第６条 条例第２１条第１項の実施機関の規則で定める事項は、次に掲げる事項とす

る。 

 ⑴ 開示の実施の方法 

 ⑵ 開示の実施に要する費用の額 

２ 条例第２１条第１項に規定する書面は、次の各号に掲げる決定の区分に応じ、当

該各号に定める様式のとおりとする。 



⑴ 開示請求に係る保有個人情報の全部を開示する旨の決定 様式第６ 

⑵ 開示請求に係る保有個人情報の一部を開示する旨の決定 様式第７ 

３ 条例第２１条第２項に規定する書面は、様式第８のとおりとする。 

（条例第２２条第２項等に規定する書面の様式） 

第７条 条例第２２条第２項、第３３条第２項及び第４１条第２項に規定する書面は、

様式第９のとおりとする。 

（条例第２３条等に規定する書面の様式） 

第８条 条例第２３条、第３４条及び第４２条に規定する書面は、様式第１０のとお

りとする。 

 （条例第２４条第１項及び第３５条第１項に規定する書面の様式） 

第９条 条例第２４条第１項及び第３５条第１項に規定する書面は、様式第１１のと

おりとする。 

 （条例第２５条第１項の実施機関の規則で定める事項等） 

第１０条 条例第２５条第１項の実施機関の規則で定める事項は、次に掲げる事項と

する。 

 ⑴ 開示請求の年月日 

 ⑵ 開示請求のあった保有個人情報が記録されている行政文書の名称 

⑶ 意見書を提出する場合の提出先及び提出期限 

２ 条例第２５条第１項の規定による通知を書面により行う場合の当該書面は、様式

第１２のとおりとする。 

３ 条例第２５条第２項の実施機関の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

 ⑴ 第１項各号に掲げる事項 

 ⑵ 条例第２５条第２項第１号又は第２号の規定の適用の区分及び当該規定を適用

する理由 

４ 条例第２５条第２項に規定する書面は、様式第１２のとおりとする。 

５ 条例第２５条第３項（条例第４３条第５項において準用する場合を含む。）に規定

する書面は、様式第１３のとおりとする。 

（保有個人情報の開示の実施等） 

第１１条 条例第２６条第１項の規定による保有個人情報の開示は、広域連合長が指

定する日時及び場所において行うものとする。 



２ 条例第２６条第２項の規定により行政文書の写しの交付の方法による保有個人情

報の開示を実施する場合における当該行政文書の写しの交付の部数は、開示請求に

係る行政文書１件につき１部とする。 

３ 条例第２６条第２項の規定により行政文書の閲覧、聴取又は視聴（以下「閲覧等」

という。）の方法による保有個人情報の開示を実施する場合において、閲覧等をする

者が当該行政文書を改ざんし、汚損し、又は破損するおそれがあると認めるときは、

広域連合長は、当該行政文書の閲覧等を中止し、又は禁止することができる。 

（条例第３０条第１項に規定する訂正請求書の様式） 

第１２条 条例第３０条第１項に規定する訂正請求書は、様式第１４のとおりとする。 

（条例第３２条第１項及び第２項に規定する書面の様式） 

第１３条 条例第３２条第１項に規定する書面は、次の各号に掲げる決定の区分に応

じ、当該各号に定める様式のとおりとする。 

 ⑴ 訂正請求に係る保有個人情報の全部の訂正をする旨の決定 様式第１５ 

 ⑵ 訂正請求に係る保有個人情報の一部の訂正をする旨の決定 様式第１６ 

２ 条例第３２条第２項に規定する書面は、様式第１７のとおりとする。 

 （条例第３６条に規定する書面の様式） 

第１４条 条例第３６条に規定する書面は、様式第１８のとおりとする。 

（条例第３８条第１項に規定する利用停止請求書の様式） 

第１５条 条例第３８条第１項に規定する利用停止請求書は、様式第１９のとおりと

する。 

（条例第４０条第１項及び第２項に規定する書面の様式） 

第１６条 条例第４０条第１項に規定する書面は、次の各号に掲げる決定の区分に応

じ、当該各号に定める様式のとおりとする。 

 ⑴ 利用停止請求に係る保有個人情報の全部の利用停止をする旨の決定 様式第２

０ 

 ⑵ 利用停止請求に係る保有個人情報の一部の利用停止をする旨の決定 様式第２

１ 

２ 条例第４０条第２項に規定する書面は、様式第２２のとおりとする。 

 （条例第４３条第３項の規定による通知） 

第１７条 条例第４３条第３項の規定による通知は、様式第２３により行うものとす



る。 

（施行の状況の公表） 

第１８条 条例第５１条第２項の規定による同条第１項の報告の概要の公表は、個人

情報取扱事務の届出件数、開示請求等の件数その他必要な事項を知多北部広域連合

公告式条例（平成１１年知多北部広域連合条例第１号）第２条第２項に規定する掲

示場に掲示して行うものとする。 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の知多北部広域連合個人情報保護条例施行規則の

規定に基づいて作成されている個人情報取扱事務目録は、改正後の広域連合長が保

有する個人情報の保護等に関する規則の規定に基づいて作成されたものとみなす。 

   附 則（平成２７年規則第２号） 

１ この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の広域連合長が保有する個人情報の保護等に関す

る規則の規定に基づいて作成されている個人情報取扱事務目録は、改正後の広域連

合長が保有する個人情報の保護等に関する規則の規定に基づいて作成されたものと

みなす。 

   附 則（平成２８年規則第２号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年規則第２号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 知多北部広域連合個人情報保護条例の一部を改正する条例（平成３０年知多北部

広域連合条例第２号。以下「改正条例」という。）附則第２項の規定により広域連合

長に届け出る書面の様式は、改正後の広域連合長が保有する個人情報の保護等に関

する規則（以下「新規則」という。）様式第１に準ずるものとする。 

３ この規則の施行の際現に改正前の広域連合長が保有する個人情報の保護等

に関する規則の規定に基づいて作成されている個人情報取扱事務目録の様式について

は、改正条例附則第２項の規定により改正条例による改正後の知多北部広域連合個人

情報保護条例（平成１７年知多北部広域連合条例第２号）第１４条第１項第７号に掲

げる事項が届出され、当該事項が記載された個人情報取扱事務目録が作成されるまで



の間、新規則の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成３１年規則第７号） 

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に改正前の広域連合長が保有する個人情報の保護等に関す

る規則の規定に基づいて作成されている個人情報取扱事務目録は、改正後の広域連

合長が保有する個人情報の保護等に関する規則の規定に基づいて作成されたものと

みなす。 



様式第１（その１）（第３条関係） 

個人情報取扱事務届出書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

知多北部広域連合長  様 

 

知多北部広域連合長              

 

知多北部広域連合個人情報保護条例第１４条第１項前段の規定により、次のとおり

個人情報を取り扱う事務を開始するので届け出ます。 

届 出 番 号           

担 当 課 等  

 
 
 
個 
 
人 
 
情 
 
報 
 
取 
 
扱 
 
事 
 
務 

名   称  

目   的 
 

根拠法令等 □ 有（名称                     ） 
□ 無 

 
 
 
 
 
対象者の範囲 

 
① 
 
② 
 
③ 
 
④ 
 
⑤ 
 

開始年月日 □継続  □新規（    年（    年）  月  日） 

注 「対象者の範囲」は、対象者全てを記入すること。６以上ある場合は、右余白 

 に番号を付した上で記入すること。 



様式第１（その２）（第３条関係） 
届 出 番 号                       届出日 年（    年）  月  日 
個 人 情 報 の 
対象者 

 要配慮個人 
情報の有無 

□有 
□無 

保有 個

人情 報

の項目 

要
配
慮
個
人
情
報
以
外
の
個
人
情
報 

 

基

 

本

 

的

 

事

 

項 

□個人識別符号 
□整理番号 
□氏名 
□性別 
□生年月日・年齢 
□住所 
□電話番号 
□国籍・本籍 
□続柄 
□個人番号 
□ 
□ 
□ 

心

身

の

状

況 

□身体的特性・能力 
□性質・性格 
□ 
□ 
□ 

 

社

 

 

会

 

 

生

 

 

活 

□職業・職歴 
□学業・学歴 
□資格 
□賞罰 
□成績・評価 
□財産・収入 
□納税状況 
□公的扶助 
□取引状況 
□趣味・し好 
□動機・意見・

相談 
□ 

 

家

庭

生

活 

□家族状況 
□結婚歴・離婚歴 
□親族関係 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 

要

配

慮

個

人

情

報 

□人種 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 
□犯罪により害を被った事実 □障害 □健康診断等の結果 
□医師等による改善指導等 □刑事事件に関する手続 
□少年の保護事件に関する手続 
□思想・信条 □宗教 
□社会的差別の原因となるおそれのある個人情報 

（取り扱う理由） 
 □法令等（名称        ）（該当条項        ） 
 □審査会の意見を聴いた上で実施機関が必要と認めた。 

個 人 情 報 の 
処理形態 

□電子計算機処理を含む。（オンライン結合による提供 □有 □無） 
□電子計算機処理を含まない。 

外部委託の有無 □有（□情報の収集 □電子計算機処理 □その他）   □無 
個 人 情 報 の 
収集先 

□本人  
□本人以外（該当条項 □条例第６条第３項第  号 □番号利用法

第１９条第  号） 
 □実施機関内 □他の実施機関 □他の官公庁 □民間団体・私人 
 □その他（              ） 

保有個人情報

の経常的提供

先 

□有                       □無 
 □実施機関内  □他の実施機関 □他の官公庁 
 □民間団体・私人 □その他（               ） 

個 人 情 報 の 
保有形式 

主な個人情報の記録の名称 記  録  媒  体 
 文書等・磁気テープ等・その他 
 文書等・磁気テープ等・その他 
 文書等・磁気テープ等・その他 
 文書等・磁気テープ等・その他 
 文書等・磁気テープ等・その他 

注 この様式は、様式第１（その１）の「対象者の範囲」ごとに作成すること。 



様式第２（第３条関係） 

個人情報取扱事務変更届出書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

 知多北部広域連合長 様 

 

知多北部広域連合長              

 

 知多北部広域連合個人情報保護条例第１４条第１項後段の規定により、次のとおり

個人情報取扱事務を変更するので、届け出ます。 

担 当 課 等  

事 務 の 名 称  

変 更 年 月 日       年（    年）   月   日 

変 更 の 理 由 

 

 
 
 
 
変 更 の 内 容 

 
変

更

前 

 

 
変

更

後 

 

備     考 
 



様式第３（第３条関係） 

個人情報取扱事務廃止届出書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

 知多北部広域連合長 様 

 

知多北部広域連合長              

 

 知多北部広域連合個人情報保護条例第１４条第３項の規定により、次のとおり個人

情報取扱事務を廃止したので、届け出ます。 

担 当 課 等 
 

事 務 の 名 称 
 

廃 止 年 月 日       年（    年）   月   日 

廃 止 の 理 由 

 

備 考 
 



様式第４（その１）（第３条関係） 

個人情報取扱事務目録 

 

（実施機関名）            

届 出 番 号           

担 当 課 等  

 
 
 
個 
 
人 
 
情 
 
報 
 
取 
 
扱 
 
事 
 
務 

名   称  

目   的 
 

根拠法令等 □ 有（名称                     ） 
□ 無 

 
 
 
 
 
対象者の範囲 

 
① 
 
② 
 
③ 
 
④ 
 
⑤ 
 

開始年月日 □継続  □新規（    年（    年）  月  日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４（その２）（第３条関係） 
届 出 番 号                       届出日   年（    年）  月  日 
個 人 情 報 の 
対象者 

 要配慮個人 
情報の有無 

□有 
□無 

保 有 個

人 情 報

の項目 

要
配
慮
個
人
情
報
以
外
の
個
人
情
報 

 

基

 

本

 

的

 

事

 

項 

□個人識別符号 
□整理番号 
□氏名 
□性別 
□生年月日・年齢 
□住所 
□電話番号 
□国籍・本籍 
□続柄 
□個人番号 
□ 
□ 
□ 

心

身

の

状

況 

□身体的特性・能力 
□性質・性格 
□ 
□ 
□ 

 

社

 

 

会

 

 

生

 

 

活 

□職業・職歴 
□学業・学歴 
□資格 
□賞罰 
□成績・評価 
□財産・収入 
□納税状況 
□公的扶助 
□取引状況 
□趣味・し好 
□動機・意見・

相談 
□ 

 

家

庭

生

活 

□家族状況 
□結婚歴・離婚歴 
□親族関係 
□ 
□ 
□ 
□ 
□ 

要

配

慮

個

人

情

報 

□人種 □社会的身分 □病歴 □犯罪の経歴 
□犯罪により害を被った事実 □障害 □健康診断等の結果 
□医師等による改善指導等 □刑事事件に関する手続 
□少年の保護事件に関する手続 
□思想・信条 □宗教 
□社会的差別の原因となるおそれのある個人情報 

（取り扱う理由） 
 □法令等（名称        ）（該当条項        ） 
 □審査会の意見を聴いた上で実施機関が必要と認めた。 

個 人 情 報 の 
処理形態 

□電子計算機処理を含む。（オンライン結合による提供 □有 □無） 
□電子計算機処理を含まない。 

外部委託の有無 □有（□情報の収集 □電子計算機処理 □その他）   □無 
個 人 情 報 の 
収集先 

□本人  
□本人以外（該当条項 □条例第６条第３項第  号 □番号利用法

第１９条第  号） 
 □実施機関内 □他の実施機関 □他の官公庁 □民間団体・私人 
 □その他（              ） 

保有個人情報

の経常的提供

先 

□有                       □無 
 □実施機関内  □他の実施機関 □他の官公庁 
 □民間団体・私人 □その他（               ） 

個 人 情 報 の 
保有形式 

主な個人情報の記録の名称 記  録  媒  体 
 文書等・磁気テープ等・その他 
 文書等・磁気テープ等・その他 
 文書等・磁気テープ等・その他 
 文書等・磁気テープ等・その他 
 文書等・磁気テープ等・その他 

 



様式第５（第４条関係） 

自己情報開示請求書 
年  月  日  

（宛先）知多北部広域連合長 
氏  名 
郵便番号 
住所（居所） 
電話番号 

 知多北部広域連合個人情報保護条例第１６条第１項の規定により、次のとおり保有

個人情報の開示請求をします。 

※ 請求者の区分 本人・本人の法定代理人・本人の任意代理人 

開示請求をする保有

個人情報の内容 

 
 
（行政文書の名称：                 ） 
※ 保有特定個人情報の有無     有 ・ 無    

※ 開示の実施の 
方法 

閲覧 ・ 聴取 ・ 視聴 
写しの交付 （写しの送付：希望する・希望しない） 

 法定代理人又は任意代理人の方が請求する場合は、次の欄にも記入してください。 

本 
 
 
人 

※ 区   分 未成年者 ・ 成年被後見人 ・ 病人等 ・ その他 
氏    名  

住所（居所）  
（電話番号          ） 

注１ ※印の欄は、該当するものを○で囲んでください。 
 ２ 請求の際には、運転免許証等本人であることを証明する書類の提示又は提出が

必要です。 
 ３ 法定代理人の方が請求する場合は、２の書類のほか、戸籍謄本等その資格を証

明する書類が必要です。 
 ４ 任意代理人の方が請求する場合は、２の書類のほか、次の書類が必要です。 

(1) 本人の委任状及び２の書類 
(2) 病人等の任意代理人の方が請求する場合（保有特定個人情報の開示請求をす

る場合を除きます。）は、医師の診断書等本人が直接請求できない理由を明らか

にする書類 
 ５ 写しの交付の方法により開示を受ける場合は、当該写しの作成の費用（写しの

送付を希望する場合の郵送費用を含む。）を負担していただきます。 
 次の欄は、記入する必要はありません。 
記 録 の 名 称 （   年度） 
担  当  課  等  
本 人 の 確 認  
請 求 者 の 確 認  
代 理 関 係 の 確 認  



様式第６（第６条関係） 

自己情報開示決定通知書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

 

知多北部広域連合長           印  

 

     年（    年）  月  日付けで開示請求のありました保有個人情報

については、次のとおり開示することとしましたので、知多北部広域連合個人情報保

護条例第２１条第１項の規定により通知します。 

開示請求のあった保

有個人情報の内容 

 
 
 
（行政文書の名称：                  ） 

開示を実施す

る日時及び場

所 

日時 年（    年）  月  日 午前 
 時  分 

午後 

場所  

開示の実施の方法  

開示の実施に要する

費用の額 
１ 写しの作成に要する費用           円 
２ 写しの送付に要する費用 郵便切手      円分 

担  当  課  等 
電話番号             （内線） 

注１ 当日は、この通知書及び運転免許証等請求者本人であることを証明する書類を

持参の上、上記の開示場所までお越しください。 
 ２ 当日御都合が悪い場合には、あらかじめ担当課等まで御連絡ください。 



様式第７（第６条関係） 

自己情報一部開示決定通知書 

第  号  

年（    年）  月  日  

様 

知多北部広域連合長           印  

     年（    年）  月  日付けで開示請求のありました保有個人情報

については、次のとおりその一部を開示することとしましたので、知多北部広域連合

個人情報保護条例第２１条第１項の規定により通知します。 

開示請求のあった保

有個人情報の内容 
（行政文書の名称：                  ） 

開示を実施す

る日時及び場

所 

日時 年（    年）  月  日 午前 
 時  分 

午後 

場所  

開示の実施の方法  
開示の実施に要する

費用の額 
１ 写しの作成に要する費用           円 
２ 写しの送付に要する費用 郵便切手      円分 

開示しないこととし

た部分  

開示しないこととし

た根拠規定及び当該

規定を適用する理由 

 

担  当  課  等 
 
 
電話番号             （内線） 

１  この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から 
起算して３箇月以内に知多北部広域連合長に対して審査請求をすることができ 
ます。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 
６箇月以内に知多北部広域連合を被告として（訴訟において知多北部広域連合 
を代表する者は、知多北部広域連合長となります。）、処分の取消しの訴えを提 
起することができます。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査 
請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、 
処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 
注１ 当日は、この通知書及び運転免許証等請求者本人であることを証明する書 

類を持参の上、上記の開示場所までお越しください。 
 ２ 当日御都合が悪い場合には、あらかじめ担当課等まで御連絡ください。 



様式第８（第６条関係） 

自己情報不開示決定通知書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

 

知多北部広域連合長           印  

 

     年（    年）  月  日付けで開示請求のありました保有個人情報

については、次のとおり開示しないこととしましたので、知多北部広域連合個人情報

保護条例第２１条第２項の規定により通知します。 

開示請求のあった保

有個人情報の内容 
（行政文書の名称：                  ） 

開示しないこととし

た根拠規定及び当該

規定を適用する理由 

 

担  当  課  等 
 
 
電話番号             （内線） 

１  この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日 
から起算して３箇月以内に知多北部広域連合長に対して審査請求をするこ 
とができます。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算 
して６箇月以内に知多北部広域連合を被告として（訴訟において知多北部 
広域連合を代表する者は、知多北部広域連合長となります。）、処分の取消 
しの訴えを提起することができます。ただし、上記１の審査請求をした場 
合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起 
算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。 



様式第９（第７条関係） 

決定期間延長通知書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

 

知多北部広域連合長           印  

 

     年（    年）  月  日付けで     請求のありました保有個

人情報については、知多北部広域連合個人情報保護条例第   条第   項の規定

により、次のとおり決定する期間を延長しましたので通知します。 
請求のあ

った保有個人情報の

内容 

 
 
（行政文書の名称：                  ） 

知多北部広域連合個

人情報保護条例第  

 条第 項の規定に

よる決定期間 

年（    年）   月   日から 
年（    年）   月   日まで 

延長後の決定期間 年（    年）   月   日から 
年（    年）   月   日まで 

延 長 の 理 由 

 

担  当  課  等 
電話番号           （内線） 



様式第１０（第８条関係） 

決定期間特例通知書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

 

知多北部広域連合長           印  

 

     年（    年）  月  日付けで     請求のありました保有個

人情報については、知多北部広域連合個人情報保護条例第   条の規定により、次

のとおり決定する期間を延長しましたので通知します。 
請求のあ

った保有個人情報の

内容 

 
 
（行政文書の名称：                  ） 

知多北部広域連合個

人情報保護条例第  

  条第  項の規定

による決定期間 

年（    年）   月   日から 
年（    年）   月   日まで 

請

求に係る保

有個人情報

のうちの相

当の部分に

つき 
決定等をす

る期間及び

その部分 

期 間 年（    年）   月   日から 
年（    年）   月   日まで 

部 分  

残りの保有個人情報

について    決

定等をする期限 
年（    年）   月   日 

知多北部広域連合個

人情報保護条例第  

 条を適用する理由 
 

担  当  課  等 
電話番号           （内線） 



様式第１１（第９条関係） 

事案移送通知書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

 

知多北部広域連合長           印  

 

     年（    年）  月  日付けで     請求のありました保有個

人情報については、知多北部広域連合個人情報保護条例第   条第   項の規定

により、次のとおり移送しましたので通知します。 
請求のあ

った保有個人情報の

内容 

 
 
（行政文書の名称：                  ） 

移送をした実施機関

（広域連合長）の担当

課等 

 
 
 
 電話番号           （内線） 

移送を受けた実施機 

  関（     決定 
等をする実施機関） 

 

移送を受けた実施機

関の担当課等 

 
 
 
 電話番号           （内線） 

 
 
 
移 送 を し た 理 由 

 



様式第１２（第１０条関係） 

意 見 照 会 書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

 

知多北部広域連合長           印  

 

 知多北部広域連合個人情報保護条例第１６条第１項の規定により開示請求のありま

した保有個人情報に、あなたに関する情報が含まれていますので、同条例第２５条 
第１項 

の規定により通知します。 
第２項 
 本件開示請求に係る保有個人情報の開示について御意見があれば、別紙により 

  年（    年）  月  日までに回答してください。 
開示請求のあった保

有個人情報が記録さ

れている行政文書の

名称 

 

開示請求の年月日 年（    年）   月   日 

開示請求のあった保

有個人情報に含まれ

ているあなたに関す

る情報の内容 

 

意 見 書 の 提 出 先 
（担当課等） 

 
 
 電話番号           （内線） 

知多北部広域連合個

人情報保護条例第２

５条第２項第１号又

は第２号の規定の適

用の区分及び当該規

定を適用する理由 

 



別紙 

意  見  書 

 

年  月  日  

 

（宛先）知多北部広域連合長 

 
氏        名 
法人その他の団体にあ

っては、名称及び代表

者の氏名 

郵  便  番  号 

住所（居所）又は事務

所（事業所）の所在地 

電  話  番  号 
 
開示請求のあった保

有個人情報が記録さ

れている行政文書の

名称 

 

開示についての意見 
該当する番号を○ 
で囲んでくださ 
い。 

 
１ 開示しても差し支えない 
 
２ 開示に反対する 

開示に反対する場合

の反対の理由 

 

 



様式第１３（第１０条関係） 

開示決定に係る通知書 

第  号  

年（    年）  月  日  

様 

知多北部広域連合長           印  

 
                      開示に反対する意見書の提出 
     年（    年）  月  日付けで審 査 請 求のあり 
                      開示に反対する意思の表示 

ました保有個人情報について、次のとおりその 全部 
を開示することとしましたの 

一部 

で、知多北部広域連合個人情報保護条例 第２５条第３項 
第４３条第５項において準用する同条例第２５条第３項 

の規定により通知します。 
開示請求のあった保有個人

情報が記録されている行政

文書の名称  
開 示 請 求 の 年 月 日 年（    年）   月   日 
開示請求のあった保有個人

情報に含まれているあなた

に関する情報の内容 

 

開 示 決 定 を し た 理 由  

開 示 を 実 施 す る 日 時 年（   年）  月  日 午前 
  時  分 

午後 
開示しないこととした部分  

担   当   課   等  
 電話番号           （内線） 

１ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に知多北部広域連合長に対して審査請求をすることができます。 
２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇

月以内に知多北部広域連合を被告として（訴訟において知多北部広域連合を代表す

る者は、知多北部広域連合長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを

提起することができます。 
備考 知多北部広域連合個人情報保護条例第４３条第５項において準用する同条例第

２５条第３項の規定により通知する場合は、審査請求及び取消訴訟に係る教示文

を省略すること。 



様式第１４（第１２条関係） 

自己情報訂正請求書 
年  月  日  

（宛先）知多北部広域連合長 
氏  名 
郵便番号 
住所（居所） 
電話番号 

     年  月  日に開示を受けた保有個人情報について、知多北部広域連合

個人情報保護条例第３０条第１項の規定により、次のとおり訂正請求をします。 

※ 請求者の区分 本人・本人の法定代理人・本人の任意代理人 

訂正請求をする保有

個人情報の内容 

 
（行政文書の名称：               ） 
※ 保有特定個人情報の有無     有 ・ 無     

訂 正 請 求 の 趣 旨  

訂 正 請 求 の 理 由  

 法定代理人又は任意代理人の方が請求する場合は、次の欄にも記入してください。 

本 
 
 
人 

※ 区  分 未成年者 ・ 成年被後見人 ・ 病人等 ・ その他 
氏  名  

住所（居所）  
（電話番号          ） 

注１ ※印の欄は、該当するものを○で囲んでください。 
 ２ 請求の際には、運転免許証等本人であることを証明する書類のほか、訂正請求

の内容が事実に合致することを証明する書類等の提示又は提出が必要です。 
 ３ 法定代理人の方が請求する場合は、２の書類のほか、戸籍謄本等その資格を証

明する書類が必要です。 
 ４ 任意代理人の方が請求する場合は、２の書類のほか、次の書類が必要です。 

(1) 本人の委任状及び２の書類 
(2) 病人等の任意代理人の方が請求する場合（保有特定個人情報の訂正請求をす

る場合を除きます。）は、医師の診断書等本人が直接請求できない理由を明らか

にする書類 
 次の欄は、記入する必要はありません。 
記 録 の 名 称 （   年度） 
担  当  課  等  
本 人 の 確 認  
請 求 者 の 確 認  
代 理 関 係 の 確 認  



様式第１５（第１３条関係） 

自己情報訂正決定通知書 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

 

知多北部広域連合長           印  

 

     年（    年）  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報

については、次のとおり訂正することとしましたので、知多北部広域連合個人情報保

護条例第３２条第１項の規定により通知します。 

訂正請求のあった保

有個人情報の内容 
（行政文書の名称：                  ） 

訂正の内容 

訂 正 前 

 

訂 正 後 

 

訂 正 年 月 日 年（    年）   月   日 

担 当 課 等 
 
 
 電話番号           （内線） 



様式第１６（第１３条関係） 

自己情報一部訂正決定通知書 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

 

知多北部広域連合長           印  

 

     年（    年）  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報

については、次のとおりその一部を訂正することとしましたので、知多北部広域連合

個人情報保護条例第３２条第１項の規定により通知します。 

訂正請求のあった保

有個人情報の内容 
（行政文書の名称：                  ） 

訂正の内容 

訂 正 前 
 

訂 正 後 
 

訂正しないこととし

た部分及び理由  

訂 正 年 月 日 年（    年）   月   日 

担 当 課 等 
 
 
 電話番号           （内線） 

１ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に知多北部広域連合長に対して審査請求をすることができます。 
２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇

月以内に知多北部広域連合を被告として（訴訟において知多北部広域連合を代表す

る者は、知多北部広域連合長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを

提起することができます。 



様式第１７（第１３条関係） 

自己情報不訂正決定通知書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

 

知多北部広域連合長           印  

 

     年（    年）  月  日付けで訂正請求のありました保有個人情報

については、次のとおり訂正しないこととしましたので、知多北部広域連合個人情報

保護条例第３２条第２項の規定により通知します。 

訂正請求のあった保

有個人情報の内容 
（行政文書の名称：                  ） 

訂正しないこととし

た理由  

担 当 課 等 
 
 
 電話番号           （内線） 

１ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に知多北部広域連合長に対して審査請求をすることができます。 
２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇

月以内に知多北部広域連合を被告として（訴訟において知多北部広域連合を代表す

る者は、知多北部広域連合長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを

提起することができます。 
 



様式第１８（第１４条関係） 

保有個人情報訂正実施通知書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

 

知多北部広域連合長           印  

 

      年（    年）  月  日付けで提供しました保有個人情報につい

て、次のとおり訂正の実施をしましたので、知多北部広域連合個人情報保護条例第３

６条の規定により通知します。 

訂正の実施をした保

有個人情報の内容 
（行政文書の名称：                  ） 

訂正の内容 

訂正前 

 

訂正後 

 

訂 正 年 月 日 年（    年）   月   日 

担 当 課 等 
 
 
電話番号           （内線） 

改正後 



様式第１９（第１５条関係） 

自己情報利用停止請求書 
年  月  日  

（宛先）知多北部広域連合長 
氏  名 
郵便番号 
住所（居所） 
電話番号 

     年  月  日に開示を受けた保有個人情報について、知多北部広域連合

個人情報保護条例第３８条第１項の規定により、次のとおり利用停止請求をします。 
※ 請求者の区分 本人・本人の法定代理人・本人の任意代理人 

利用停止請求をする

保有個人情報の内容 （行政文書の名称：                  ） 
※ 保有特定個人情報の有無     有 ・ 無    

※ 利用停止請求の

趣旨 

知多北部広域連合個人情報保護条例第  条 
番号利用法第  条 の規定 

に違反して収集、利用、提供等されているので、 
１ 利用の停止 
２ 消   去  を請求する。 
３ 提供の停止 

利用停止請求の理由  
 法定代理人又は任意代理人の方が請求する場合は、次の欄にも記入してください。 
本 
 
 
人 

※ 区  分 未成年者 ・ 成年被後見人 ・ 病人等 ・ その他 
氏  名  

住所（居所）  
（電話番号          ） 

注１ ※印の欄は、該当するものを○で囲んでください。 
 ２ 「※ 利用停止請求の趣旨」の欄の「番号利用法」とは、行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律をいいます。 
３ 請求の際には、運転免許証等本人であることを証明する書類の提示又は提出が

必要です。 
 ４ 法定代理人の方が請求する場合は、３の書類のほか、戸籍謄本等その資格を証

明する書類が必要です。 
 ５ 任意代理人の方が請求する場合は、３の書類のほか、次の書類が必要です。 

(1) 本人の委任状及び３の書類 
(2) 病人等の任意代理人の方が請求する場合（保有特定個人情報の利用停止請求

をする場合を除きます。）は、医師の診断書等本人が直接請求できない理由を明
らかにする書類 

 次の欄は、記入する必要はありません。 
記 録 の 名 称 （   年度） 
担  当  課  等  
本 人 の 確 認  
請 求 者 の 確 認  
代 理 関 係 の 確 認  



式第２０（第１６条関係） 

自己情報利用停止決定通知書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

知多北部広域連合長           印  

 

     年（    年）  月  日付けで利用停止請求のありました保有個人

情報については、次のとおり利用停止することとしましたので、知多北部広域連合個

人情報保護条例第４０条第１項の規定により通知します。 

利用停止請求のあっ

た保有個人情報の内

容 
（行政文書の名称：                  ） 

利 用 停 止 の 内 容 

 

利 用 停 止 年 月 日 年（    年）   月   日 

担  当  課  等 
 電話番号           （内線） 



様式第２１（第１６条関係） 

自己情報一部利用停止決定通知書 

  

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

知多北部広域連合長           印  

 

     年（    年）  月  日付けで利用停止請求のありました保有個人

情報については、次のとおりその一部を利用停止することとしましたので、知多北部

広域連合個人情報保護条例第４０条第１項の規定により通知します。 

利用停止請求のあっ

た保有個人情報の内

容 
（行政文書の名称：                  ） 

利 用 停 止 の 内 容 
 

利用停止しないこと

とした部分及びその

理由 

 

利 用 停 止 年 月 日 年（    年）   月   日 

担  当  課  等 
 電話番号           （内線） 

１ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に知多北部広域連合長に対して審査請求をすることができます。 
２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇

月以内に知多北部広域連合を被告として（訴訟において知多北部広域連合を代表す

る者は、知多北部広域連合長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを

提起することができます。 



様式第２２（第１６条関係） 

自己情報利用不停止決定通知書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

知多北部広域連合長           印  

 

     年（    年）  月  日付けで利用停止請求のありました保有個人

情報については、次のとおり利用停止しないこととしましたので、知多北部広域連合

個人情報保護条例第４０条第２項の規定により通知します。 

利用停止請求のあっ

た保有個人情報の内

容 
（行政文書の名称：                  ） 

 
利用停止しないこと

とした理由 

 

担  当  課  等 
 電話番号           （内線） 

１ この決定に不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に知多北部広域連合長に対して審査請求をすることができます。 
２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇

月以内に知多北部広域連合を被告として（訴訟において知多北部広域連合を代表す

る者は、知多北部広域連合長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを

提起することができます。 
 



様式第２３（第１７条関係） 

審査会諮問通知書 

 

第  号  

年（    年）  月  日  

 

様 

 

知多北部広域連合長           印  

 

    年（    年）  月  日付けの 
決定等

請求に係る不作為
 に対する審査請求

については、次のとおり知多北部広域連合個人情報保護審議会に諮問しましたので、

知多北部広域連合個人情報保護条例第４３条第３項の規定により通知します。 

審査請求に係る保有

個人情報の内容 

 
 
 
（行政文書の名称：                  ） 

審 査 請 求 の 内 容  

諮 問 し た 日 年（    年）   月   日 

担  当  課  等 
電話番号           （内線） 

 

  

 


